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衆
議
院
議
員
山
口
俊
一
君
提
出
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

今
国
会
に
提
出
し
て
い
る
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
以
下
「
国
公
法
等
改
正
法
案
」
と
い
う
。
）

に
お
い
て
は
、
適
材
適
所
の
人
事
を
柔
軟
に
行
え
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
国
家
行
政
組
織
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
二

十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
事
務
次
官
及
び
こ
れ
に
準
ず
る
官
職
、
同
法
第
二
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
局
長

及
び
こ
れ
に
準
ず
る
官
職
並
び
に
同
項
に
規
定
す
る
部
長
及
び
こ
れ
に
準
ず
る
官
職
は
、
同
一
の
職
制
上
の
段
階
に
属
す
る

も
の
と
み
な
す
こ
と
と
し
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
官
職
の
間
の
異
動
を
転
任
と
す
る
、
幹
部
職
員
人
事
の
弾
力
化
の
仕
組
み
を

導
入
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

国
公
法
等
改
正
法
案
の
規
定
に
基
づ
き
転
任
さ
れ
る
幹
部
職
員
の
給
与
に
つ
い
て
は
、
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
九
十
五
号
）
第
六
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
転
任
後
の
官
職
に
応
じ
て
定
め
ら
れ
る
号
俸

に
給
与
が
決
定
さ
れ
る
。

ま
た
、
国
公
法
等
改
正
法
案
は
、
幹
部
職
員
人
事
の
内
閣
一
元
管
理
や
幹
部
職
員
人
事
の
弾
力
化
の
仕
組
み
を
導
入
し
、

内
閣
総
理
大
臣
、
内
閣
官
房
長
官
及
び
各
任
命
権
者
が
協
議
の
上
、
適
材
適
所
の
人
事
を
行
う
こ
と
と
す
る
も
の
で
あ
る
。

一



こ
の
よ
う
な
仕
組
み
は
、
任
命
さ
れ
る
職
員
の
国
民
全
体
の
奉
仕
者
と
し
て
の
性
格
に
は
影
響
を
与
え
る
も
の
で
は
な
く
、

公
務
員
の
中
立
性
は
確
保
さ
れ
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

二
に
つ
い
て

内
閣
人
事
局
の
設
置
及
び
幹
部
職
員
人
事
の
一
元
管
理
の
実
現
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
、
国
公
法
等
改
正
法
案
が
第
百

七
十
一
回
国
会
に
内
閣
か
ら
提
出
さ
れ
廃
案
と
な
っ
た
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
と
異
な
っ
て
い
る
主

な
点
は
、
一
に
つ
い
て
で
述
べ
た
幹
部
職
員
人
事
の
弾
力
化
の
仕
組
み
を
導
入
し
た
こ
と
、
幹
部
職
員
の
昇
任
等
に
つ
い
て

の
任
命
権
者
と
内
閣
総
理
大
臣
及
び
内
閣
官
房
長
官
と
の
協
議
に
お
け
る
内
閣
総
理
大
臣
及
び
内
閣
官
房
長
官
の
主
導
性
を

明
確
に
し
た
こ
と
並
び
に
国
家
公
務
員
制
度
改
革
基
本
法
（
平
成
二
十
年
法
律
第
六
十
八
号
。
以
下
「
基
本
法
」
と
い
う
。
）

第
十
一
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
基
本
法
の
施
行
後
一
年
以
内
を
目
途
と
し
て
講
ず
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
法
制
上
の
措
置
の

う
ち
、
総
務
省
や
人
事
院
そ
の
他
の
国
の
行
政
機
関
か
ら
の
機
能
移
管
等
、
国
公
法
等
改
正
法
案
に
よ
り
措
置
さ
れ
る
も
の

以
外
の
法
制
上
の
措
置
は
公
務
員
の
労
働
基
本
権
の
在
り
方
を
含
む
公
務
員
制
度
の
抜
本
的
な
改
革
の
中
で
検
討
す
る
こ
と

が
適
当
と
考
え
、
基
本
法
の
施
行
後
三
年
以
内
を
目
途
と
し
て
講
ず
る
こ
と
と
し
た
こ
と
で
あ
る
。

後
段
の
お
尋
ね
に
つ
い
て
は
、
政
府
部
内
の
検
討
過
程
に
お
け
る
詳
細
に
つ
い
て
、
個
々
に
お
答
え
す
る
こ
と
は
差
し
控

二



え
た
い
。

三
に
つ
い
て

国
公
法
等
改
正
法
案
に
お
い
て
は
、
内
閣
官
房
長
官
が
幹
部
職
に
係
る
標
準
職
務
遂
行
能
力
の
有
無
を
適
格
性
審
査
に
お

い
て
判
定
し
、
審
査
の
合
格
者
に
つ
い
て
幹
部
候
補
者
名
簿
を
作
成
す
る
こ
と
、
任
命
権
者
が
幹
部
候
補
者
名
簿
に
記
載
さ

れ
て
い
る
者
の
中
か
ら
、
人
事
評
価
等
に
基
づ
き
、
任
命
し
よ
う
と
す
る
幹
部
職
に
つ
い
て
の
適
性
を
判
断
し
て
任
用
を
行

う
こ
と
並
び
に
幹
部
職
員
の
任
免
を
行
う
場
合
の
内
閣
総
理
大
臣
及
び
内
閣
官
房
長
官
と
任
命
権
者
に
よ
る
協
議
の
仕
組
み

を
導
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、
適
正
に
人
事
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

四
に
つ
い
て

国
と
地
方
公
共
団
体
と
で
は
組
織
の
在
り
方
等
が
異
な
る
こ
と
か
ら
、
お
尋
ね
の
点
に
つ
い
て
、
政
府
と
し
て
は
、
必
ず

し
も
、
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
国
と
同
様
な
仕
組
み
が
導
入
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。

五
に
つ
い
て

「
国
家
公
務
員
の
総
人
件
費
を
二
割
削
減
」
と
い
う
目
標
に
つ
い
て
は
、
地
方
分
権
推
進
に
伴
う
地
方
移
管
、
国
家
公
務

員
の
手
当
・
退
職
金
等
の
水
準
や
定
員
の
見
直
し
、
公
務
員
制
度
改
革
後
の
労
使
交
渉
を
通
じ
た
給
与
改
定
等
に
よ
り
、
平

三



成
二
十
五
年
度
に
達
成
す
る
よ
う
努
力
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
基
本
法
第
十
二
条
の
規
定
に
基
づ
く
国
民
に
開
か

れ
た
自
律
的
労
使
関
係
制
度
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
基
本
法
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
、
基
本
法
の
施
行
後
三
年
以
内
を
目
途

と
し
て
法
制
上
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
さ
れ
て
お
り
、
当
該
規
定
を
踏
ま
え
て
対
応
し
て
ま
い
り
た
い
。

地
方
公
務
員
の
人
件
費
に
つ
い
て
は
、
各
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
安
全
か
つ
良
質
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
が
、
確
実
、
効

率
的
か
つ
適
正
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
引
き
続
き
自
主
的
に
行
政
改
革
に
取
り
組
む
こ
と
が
必
要
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、

地
方
公
務
員
の
労
働
基
本
権
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
基
本
法
附
則
第
二
条
第
一
項
に
基
づ
き
、
政
府
が
国
家
公
務
員
の
労

使
関
係
制
度
に
係
る
措
置
に
併
せ
、
こ
れ
と
整
合
性
を
も
っ
て
、
検
討
す
る
も
の
と
さ
れ
て
お
り
、
当
該
規
定
を
踏
ま
え
て

対
応
し
て
ま
い
り
た
い
。

六
に
つ
い
て

地
方
公
務
員
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
六
十
一
号
）
に
つ
い
て
は
、
制
定
時
の
提
案
理
由
説
明
に
お
い
て
、
「
職

員
の
政
治
的
行
為
の
制
限
の
違
反
に
対
し
て
は
、
懲
戒
処
分
に
よ
り
地
方
公
務
員
た
る
地
位
か
ら
排
除
す
る
こ
と
を
も
っ
て

足
る
」
と
の
見
地
か
ら
罰
則
を
付
さ
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

政
治
的
行
為
の
制
限
は
、
基
本
的
人
権
に
も
関
わ
る
問
題
で
あ
り
、
慎
重
に
考
え
る
べ
き
問
題
で
あ
る
と
認
識
し
て
い
る
。

四



七
に
つ
い
て

お
尋
ね
の
点
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
に
お
け
る
公
務
員
の
人
件
費
に
相
当
す
る
経
費
の
先
進
諸
外
国
に
お
け
る
金
額
等
に

つ
い
て
は
把
握
し
て
い
な
い
こ
と
か
ら
お
答
え
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
が
、
経
済
協
力
開
発
機
構
の
「N

ational

A
ccounts

of
O

E
C

D
C

ountries
V

olum
e

IV
G

eneral
G

overnm
ent

A
ccounts

１９９６

‐

２００７

」
に
よ
れ
ば
、
一
般
政

府
総
支
出
に
お
け
る
雇
用
者
報
酬
（
公
務
員
以
外
の
者
に
係
る
雇
用
者
報
酬
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
額
及
び
人
口
一
人

当
た
り
の
一
般
政
府
総
支
出
に
お
け
る
雇
用
者
報
酬
の
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
日
本
が
二
千
六
年
の
デ
ー
タ
で
三
十
一
兆
三
千
六

百
四
十
億
円
、
二
十
四
万
五
千
円
、
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
が
二
千
七
年
の
デ
ー
タ
で
一
兆
三
千
九
百
十
八
億
ド
ル
、
四
千
六
百

十
ド
ル
、
連
合
王
国
が
二
千
五
年
の
デ
ー
タ
で
千
三
百
八
十
一
億
五
千
万
ポ
ン
ド
、
二
千
二
百
九
十
ポ
ン
ド
、
フ
ラ
ン
ス
が

二
千
七
年
の
デ
ー
タ
で
二
千
四
百
三
十
二
億
七
千
万
ユ
ー
ロ
、
三
千
九
百
四
十
ユ
ー
ロ
、
ド
イ
ツ
が
二
千
七
年
の
デ
ー
タ
で

千
六
百
七
十
九
億
五
千
万
ユ
ー
ロ
、
二
千
四
十
ユ
ー
ロ
で
あ
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

な
お
、
我
が
国
に
お
け
る
国
家
公
務
員
の
人
件
費
は
平
成
二
十
二
年
度
予
算
で
約
五
兆
千
七
百
九
十
五
億
円
で
あ
り
、
平

成
二
十
二
年
度
地
方
財
政
計
画
に
お
け
る
地
方
公
務
員
の
給
与
関
係
経
費
は
約
二
十
一
兆
六
千
八
百
六
十
四
億
円
で
あ
る
。

八
に
つ
い
て

五



国
家
公
務
員
の
総
人
件
費
の
削
減
に
当
た
り
、
政
府
と
し
て
は
、
公
務
員
が
意
識
を
変
革
し
、
共
に
改
革
に
取
り
組
み
、

国
家
を
支
え
る
中
枢
と
し
て
の
誇
り
を
取
り
戻
せ
る
よ
う
、
公
務
員
の
意
欲
を
高
め
る
こ
と
や
、
優
秀
な
人
材
の
確
保
に
意

を
用
い
つ
つ
、
公
務
員
制
度
の
抜
本
的
な
改
革
を
進
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

九
に
つ
い
て

現
在
進
め
て
い
る
公
務
員
制
度
改
革
は
、
適
材
適
所
の
人
事
を
柔
軟
に
行
う
こ
と
を
可
能
と
す
る
と
と
も
に
、
能
力
及
び

実
績
に
応
じ
た
処
遇
の
徹
底
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
意
欲
や
能
力
の
高
い
公
務
員
が
、
さ
ら
に
意
欲
を
高
め
、
能
力
を
発
揮

で
き
る
よ
う
に
す
る
も
の
で
あ
り
、
御
指
摘
の
鳩
山
内
閣
総
理
大
臣
の
発
言
は
こ
の
よ
う
な
改
革
の
趣
旨
を
述
べ
た
も
の
で

あ
る
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
政
府
と
し
て
は
、
平
成
二
十
一
年
九
月
二
十
九
日
の
閣
議
に
お
け
る
「
公
務
員
が
天
下
り
を
せ

ず
定
年
ま
で
勤
務
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
な
ど
公
務
員
制
度
改
革
を
速
や
か
に
実
施
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
お
り
ま
す
」

等
と
の
内
閣
総
理
大
臣
の
発
言
を
踏
ま
え
、
今
後
、
早
期
退
職
勧
奨
の
取
扱
い
を
含
め
、
定
年
ま
で
勤
務
で
き
る
環
境
等
の

整
備
の
具
体
的
な
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

十
に
つ
い
て

国
公
法
等
改
正
法
案
に
お
い
て
は
、
三
に
つ
い
て
で
述
べ
た
よ
う
に
、
適
正
な
人
事
が
行
わ
れ
る
よ
う
配
慮
し
て
お
り
、

六



御
懸
念
は
当
た
ら
な
い
も
の
と
考
え
る
。

ま
た
、
今
年
度
か
ら
導
入
し
て
い
る
人
事
評
価
制
度
に
お
け
る
人
事
評
価
の
基
準
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
法
（
昭
和

二
十
二
年
法
律
第
百
二
十
号
）
及
び
人
事
評
価
の
基
準
、
方
法
等
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
一
年
政
令
第
三
十
一
号
）
等

に
基
づ
き
、
人
事
評
価
は
、
能
力
評
価
及
び
業
績
評
価
に
よ
る
も
の
と
し
て
お
り
、
具
体
的
に
は
、
能
力
評
価
は
、
職
員
が

発
揮
し
た
能
力
の
程
度
を
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
、
業
績
評
価
は
、
職
員
が
果
た
す
べ
き
役
割
を
果
た
し
た
程
度
を
評
価
す

る
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
行
う
も
の
と
し
て
い
る
。

七


